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が， 1996年11月 29日からの第 139 臨時国会に提出され，介護保険に関する審議はいよいよ国会
の場で開始されることになった。この間， 1994年 3 月の r21 世紀福祉ビジョンj，同年12月の
「高齢者介護・自立システム研究会」による報告書「新たな高齢者介護システムの構築をめざ
して」の発表，そして 1995年 7 月「新たな高齢者介護システムの確立について(中間報告)jι
1996年 1 月の「新たな高齢者介護制度について(第 2 次報告)j をへて， 1996年 4 月に行われた
老人保健福祉審議会の答申「高齢者介護保険制度の創設について一一審議の概要・国民の議論



















・第 1 号被保険者: 65歳以上の者
























































わせて 1 ヶ月に 19万円，平均の 4 倍以上の費用徴収が行われるのである。応能負担原則という
ことになるのだが，この違いは，税の賦課の根拠となる補足された所得の額によっている。
「各施設の比較J (表 2 下部)に示されているように，居室面積は特別養護老人ホームが一









介護費用は21万3， 203円，在宅中度で16万307円，在宅軽度で、 8 万188円である。この金額がそのまま自
己負担額となる。丸山桂「公的介護保険の導入による介護費用への影響J (Ií季刊社会保障研究』第31











































一般病院 50万円程度 約3. 9万円 4. 3m' 
療養型病床群 40万円強 約3. 9万円 6.4m' 
老人保健施設 33万円 約 6万円 8m' 
特別養護老人ホーム 27. 1万円 平均4. 5万円 10ぱ強
厚生省高齢者介護対策本部事務局 rc新版〕介護保険のポイント J より〉




































(4) 岡本祐三「介護保険とケアマネジメント J (r市町村と公的介護保険制度一介護保険創設への論点整




























































(5) 広井良典「ケアマネジメントとはなにか一介護システムの中核をなすもの」岡本編 前出書， 92ベ
ージ。


























































在宅に関する給付(12)，施設に関する給付 (3 )，および市町村の独自給付の 3 つの部分で
構成されている。 24時間を対象にした巡回型ホームヘルプサービスや，痴呆性老人のク。ループ
ホームなど，新しいサービスも給付対象に含まれている。図 2 ，図 3 は介護保険が想定するサ
ーピスの例である。図 2 は要介護度のもっとも高いケース，図 3 は最も低いケースである。こ
れらの両方に共通しているのが，週 3 回のデイサービス/デイケアである。 1 週間の介護サイ
クルのベースになるサービスとして盛り込まれているのだが，現状ではデイサーピスは 1 人
1 週間に 1 回が，ほとんどの自治体での通例である。巡回型サービスに関しても，この 3 年間





(8) いずれも第 3 回老人保健福祉審議会介護給付分科会(1995年11月 24 日〉に出されたものである。























介護を要する。 必要に応じて排被，安全管理等のために深夜 1 回の巡回及びオン
コールサービスを行う。
介護を要する。
介護を要する。 デイサービスにより週 3 回の入浴，外出を行う。
困難
困難 週 7 回(家事)のへルパーの援助に合わせて適宜行う。
療養上の管理を要する。 週 2回の訪問看護等により療養，衛生上の管理を行う。
家族に対するケアを要する。 上記のほか月 1 回 1 週間程度のショートステイで負担軽減を行う。














月 1 回入所 7 日間













































療養上の管理を要する。 週 1 回の訪問看護等により療養，衛生上の管理を行う。
例えば体調が悪く居宅生活が困難なときには 2 か月に 1 回 l 週
間程度のショートステイを行う。














2 か月に 1 回入所 7 日間



























府下の全市町村の保健福祉計画について行った調査結果『わが街の高齢者福祉j (1996年 9 月，
データ分析と報告書の執筆は関西学院大学教授大谷強氏)によれば r保健福祉計画は，平均
5 割程度で進んでいる実態が明らかになった。ハードの建設は，ほぼ確実に達成できる。だが，













しJ (注 (3) 前掲書，所収〉を参照されたい。
(11) ヘノレパーの人件費が常勤337万6， 621円で，これを国が 2 分の 1 ，都道府県が 4 分の 1 ，市町村が 4
分の 1 のを負担する。ヘルパーの常勤単価などに関しては，注 (9) 文献， 127ページ。
(12) 日本労働組合総連合会大医府連合会(連合大阪) rわが街の高齢者福祉大阪44全市町村の高齢者










ることは，手近な統計からもわかる。 w厚生白書』平成 8 年版によれば， 2000年には，介護を


















ここに一つのデータがある。滋賀県立成人病センター老年神経内科では， 1990年 5 月 8 日か





SDAT • VD 7名




SDAT • PSP l名

































(15) 藤本直規，成田実「地域医療J (W現代医療~ Vol. 28, No. 6, 1996) 139ページ。
(16) 藤本直規「痴呆専門外来と地域の保健・福祉との連携で痴呆性老人を見つめるチーム医療の痴呆専




































































く医療の側から広井良典氏は， r健康転換」の第 1 相が，感染症から成人病へ，すなわち慢性
(19) 向上， 137ベージ。












付費が，ながく 5 : 4 : 1 の割合で年金と医療と福祉に配分されてきたことは周知の事実であ








略されてはなるまし、」。松田鈴夫「病院の侵略J (Ii'月刊福祉.lI 1997年 2 月号) 9 ページ。
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